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人口動態推移と社会の変化



日本の人口推移

「昭和」は右肩上がりで医療が介護を代替していた時代、「平成」は横ばいで介護や福祉の体
制が充実した時代でした。「令和」は右肩下がりで医療と介護が融合する時代になる事をふま
えて今後のビジョンを立てていく必要があります。

平成



2040年の社会
✓ 総人口は減少
✓ 生産年齢人口も減少
✓ 高齢者総数は2042

年にピーク
✓ 団塊の世代は90歳

以上に達する
✓ 認知症患者増加
✓ 単身高齢世帯増加
✓ 介護職員必要数増加

◆介護が必要なくても
生活上の困りごとを
抱える高齢者が増加

◆家族と住まい方が多
様化

◆家族介護が期待でき
ない時代

◆多様性と格差の時代
が到来



ポスト2025年の人口問題から考える二つの課題

◆生産年齢人口の急激な減少
◆85歳以上人口の急激な増加

➢ シニア世代活躍
➢働き方改革
➢タスクシェア/タスクシフト
➢健康経営
➢生産性向上（AI・Dx等も含め）

今後秋田県では医療・介護の担い手不足が
予想され、多様な働き方や多様な戦略が必
要な時代になってくると思われます！

医療・介護の担い手の不足
（2040年には、医療・介護・福祉従事者が100万人足りない予測）



ポスト2025年の医療提供体制



医療需要の変化～外来・入院・在宅～

全国での外来患者数は2025年に

ピークを迎える事が見込まれて
いるが、多くの地域では2020年
にピークを迎えた

全国での入院患者数は2040年に

ピークを迎えることが見込まれる
が、一部地方では2020年に、多く
の地方では2035年にピークを迎え
ることが見込まれる

全国での在宅患者数は、今後
増加し、2040年以降にピー
クを迎える事が見込まれる。

外来 入院 在宅



入院患者の高齢化

◆ 入院患者のうち、
65歳以上が占める
割合はほぼ横ばい
だが、85歳以上が
占める割合は年々
増加している

◆ 令和４年では、入
院患者のうち66％
を75歳以上が占め
る



在宅医療提供体制
（令和6年3月29日新たな地域医療
構想に関する検討会資料）

中小病院は
可能であれ
ば在支病を
担っていた
だきたい



2040年の医療需要
（第7回新たな地域医療構想等に関する検討会資料
2024年8月26日を改変）

◆ 2020年から2040

年にかけて、85歳
以上の救急搬送は
75％増加

◆ 老人ホーム（特養、
有老等）からの救
急搬送件数は、
2021年から2040

年にかけて45万人
から67万人へ49％
増加、特に85歳以
上が66％から77％
へ増加する見込み
である

老人ホームからの救急搬送件数の見通し

＋75％

＋49％



医療需要の変化～医療と介護の複合ニーズ～

要介護認定率も一人当たりの介護給付費も85歳以上で急増する。その85歳以上人口は今後増加傾向。



医療需要の変化～死亡数～



高齢者向け施設・住まいの利用者数

最近は有料老人ホームやサ高住が増え、多様な施設で療養する高齢者が増加している。
それに伴って、多様な施設で最期を迎える高齢者が増えてきている。医療施設と介護施設のネットワーク
構築が重要となる。



ポスト2025年における地域医療の課題

人口構造の変化

▪ 高齢化と人口減少
が進行

▪ 85歳以上高齢者の
増加

▪ 生産年齢人口の急
激な減少

▪ 高齢者単身世帯の
増加

医療需要の変化

▪ 医療と介護の複合ニーズ
患者増加（福祉ニーズ
も）

▪ 多疾患併存患者の増加

▪ 高齢者救急の増加

▪ 外来・入院患者数減少

▪ 在宅患者・看取り患者
増加

医療人材不足

▪ 就業者数の大幅な
減少

▪ 医師の高齢化

▪ 勤務医の時間外労
働規制の厳格化

▪ タスクシェア・タスクシフ
トやマルチシフト化の
進行

医療Dxの推進

▪ オンライン診療等
の普及

▪ 全国医療プラット
フォームの定着

▪ AI診断・生成AI
の活用

▪ オンライン会議によ
る連携の効率化



第3回新たな地域医療構想等に関する検討会：川本構成員提出資料

2040年を見据えた医療提供体制のイメージ

患者が必要な
時に迅速に必
要な医療を受
けられるよう、
更なる医療機
能の分化・強
化と介護を含
めた連携によ
り、過不足の
ない最適な医
療・介護の提
供体制の構築
が求められる。

最後の砦

まさかの時の支え

顔の見える関係

広域医療

地域完結医療

地域包括ケアシステム



これからの地域医療機関は地域包括ケアの枠組みの中で、どのような立ち位置と医療
機能で地域に貢献するかを明確にして地域医療を実践することが求められている。
「地域医療連携推進法人」も選択肢のひとつになると考えます。



新たな地
域医療構
想では、
病院だけ
でなく、
診療所・
介護施設
等も対象
になりま
す！



2040年頃に向けた医療提供体制の総合的な改革 （令和 6年 12月 25日 社会保障審議会医療部会)



秋田県の状況



秋田県の将来推計人口と秋田県・秋田市の医療介護需要予測

2025年 2040年 2025年 2040年

秋田県医療

秋田県介護

秋田市医療

秋田市介護

（日本医師会地域医療情報システム）

➢ 秋田県の総人口は既に減少傾向で2025年1月1日時点で89万人で、2040年には60万人台になることが予想される。

➢ 65歳以上人口は2020年をピークに既に減少傾向にある。75歳以上人口は2030年まで、85歳以上人口は2040年ま
で増加するがその後は減少することが予測される。生産年齢（15歳～64歳）人口は45万人（2025年）から32万人
（2040年）へ急激に減少することが予想される

➢ 秋田県全体の医療ニーズは既に減少傾向であるが、秋田市の医療ニーズは2030年をピークに減少する。秋田県全体の
介護ニーズは2030年をピークに減少するが、秋田市の介護ニーズは2030年まで増加し、その後はほぼ横ばい状態である
ことが予測されている。



秋田県の75歳以上人口比率の変化

2025年 2040年

2025年は75歳以上人口30％以上は上小阿仁村のみですが
2040年には秋田市と大仙市以外の市町村が30％以上になります。



秋田市の年齢別人口の推移

統計メモ帳（世界と日本の人口）
https://ecitizen.jp/Population/City/

【総人口】 【生産年齢人口】

【85歳以上人口】

2025年
2025年 2025年2040年

2040年
2040年

29.3万人 24.5万人

16.1万人 11.7万人

20,834人 31,025人

秋田市では2025年から2040年にかけて総人口は4.8万人、生産年齢人口も4.3万人の減少が予測さ
れています。一方85歳以上人口は約１万人増加することが予測されています。



秋田県の入院・外来患者数の変化

入院患者 外来患者

（秋田県医療審議会令和5年度資料）

平成20年以降、入院・外来ともに患者数は徐々に減少している。
コロナの影響もあるものの令和3年には平成20年に比べ、入院で約20%、外来で約30%減少している。
また全国と比べ減少幅が大きい。



秋田県の年齢階級別要介護認定率と認定者数

要介護認定率は年齢とともに上昇し、85歳以上での認定率は約6割になる
要介護認定者数は、2040年まで上昇し、その後は減少に転じる。

2025年 2040年



秋田県の二次医療圏の変更

二次医療圏は入院
医療についての圏
域であり、二次医
療圏が変更されて
も、すぐに各病院
の役割や地域住民
の受療動向は大き
な変化はないもの
と思われます。

「人口20万人以下
で、入院患者20％
未満、入院流出患
者20％以上の圏域
は二次医療圏とし
て成り立っていな
い」と国から通知



秋田県が目指す医療・介護提供体制のイメージ
秋田県医療審議会資料
（令和5年7月11日）



これからの秋田県の医療・介護を考える

➢コロナの間にも高齢化進行と人口減少が進み、コロナ前の医療・介
護に戻ることはで難しい可能性が高い。

➢人口減少と超高齢化に想定外のコロナが加わって地域は「縮小局
面」が助長されている。

➢デジタル化・ICT・AIなどの価値観が変容する時代が近づいている。
過去の経営の延長線ではなく、新しい考え方に基づいた戦略を練っ
ていくことが必要

➢今後は「役割分担」「連携強化」の一層の推進が必要と思われる
➢旧態依然とした施設運営をしていれば立ち行かなくなるのは明らか！

ポスト2025年に「どのような立ち位置で、どのような機能で医療・介護を
担うのか」のビジョンを描いたうえで、地域における連携や役割分担を検討
する時期ではないか。



医療・介護連携



「治す医療」と
「支え・寄り添

う医療」

「医療・介護多
職種連携」によ
る「地域包括ケ

ア」

後期高齢者増
加と人口減少

高齢者二人世
帯と独居高齢

者増加

一人で多くの疾患を
持っている

（multimorbidity)

慢性疾患の急性
増悪が多い

認知症患者が増加
している

医療ニーズと介
護ニーズを複合
的に持っている

人が多い

「地域全体で治し・支え・寄り添う医療」と「多職種連携での地域包括
ケアシステム構築」が重要です！そのためには「多職種連携ツール」が
必要です!!

高齢化と人口減少が進む
地域医療現場では
• 後期高齢者が増加し、高
齢者夫婦世帯や独居高齢
者世帯が増えている

• 複数の慢性疾患を抱え複
雑で持続的ケアが必要な
高齢患者が多い

• 慢性疾患の急性増悪で救
急搬送される患者が多い

• 認知症患者が多い

• 医療ニーズと介護ニーズを
複合的に持つ高齢患者が
多い

医療・介護・福祉の複合ニーズに対する予防的ケアとケアマネジメントの実施体制も必要！



ポスト2025年の医療・介護提供体制の姿

第19回医療介護総合確保促進会議 参考資料

医療介護多職種
連携で、治し・
支え・寄り添う
医療を充実強化
することが求め
られています。
また、各市町村
が「ポスト2025

年の医療・介護
提供体制の姿」
を描き、地域住
民に提示するこ
とが必要と思い

ます。



医療提供体制改革の方向性と中小病院の役割

人口構造の変化への対応
「治す医療」を担う医療機関と
「治し、支える医療」を担う医
療機関の役割分担を明確化する
とともに、「垂直連携」（急性
期～回復期～慢性期・在宅（地
域包括ケア））から、在宅を中
心に入退院を繰り返し、最後は
看取りを要する高齢者を支える
ため、かかりつけ医機能を有す
る医療機関を中心とした患者に
身近な地域での医療・介護の
「水平連携」を推進し、「地域
完結型」の医療・介護提供体制
を構築する

（第93回社会保障審議会医療部会資料
（令和4年11月28日））

中小病院の活躍の場

中小病院は地域包括ケアを支える病院として「水平連携」を推進すべき



在宅医療の各段階における医療・介護連携

（地域包括ケア研究会報告書（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）



多職種連携のありたい姿 （地域包括ケア研究会資料から）

「多職種それぞれが利用者に対して何をするか」というより「多職種す
べてが利用者から一体的に見える」ことが重要！

ポイントは・・・多職種がワンチームになる



地域包括ケアシステムにおける
在宅医療（イメージ）

在宅医療は、高齢に
なっても、病気や障害
の有無に関わらず、住
み慣れた地域で自分ら
しい生活を続けられる
よう、入院医療や外来
医療、介護、福祉サー
ビスと相互に補完しな
がら、患者の日常を支
える医療であり、地域
包括ケアシステムの不
可欠な構成要素であり
ます。
医師だけでなく、歯科
医師・看護師・薬剤
師・リハスタッフ・管
理栄養士など多職種が
かかわります。

（第99回社会保障審議会医療部会資料令和5年6月2日）



ACPの推進

在宅療養において
積極的な役割を担う
医療機関

医療・介護連携



特養・老健・
介護医療院は
義務（3年間
の猶予あり）。
グループホー
ム・有料老人
ホーム・サ高
住などは努力
義務（3年後
は・・・）

C

C



特別養護老人ホームの協力医療機関との連携体制の状況

➢協力医療機関の選定が難航しているという意見が多い。
➢福祉医療機構が病院に対して行ったアンケートでは、協力医療機関になっていな
い理由として「介護保険施設から依頼がなかったため」が46.2％で最も多かった。

➢経過措置は3年間で期限は決まっているので、未着手の施設は早めに連携に向けた
取り組みを始めたほうが良いと思われる。

（福祉医療機構「2024年度介護報酬改定に関するアンケート調査（前編）」）



退所時情報提供加算

➢ 退所時情報提供加算を算定していない理由として「医療機関へ対処する入所者がいなかった」が4割を
超えた「かかるコスト・手間が加算額に見合わない」が34.6％、「必要性を感じない」が9.7％とネガ
ティブな理由も一定程度あった。

➢ 協力医療機関との連携体制の構築が義務付けられたことを踏まえると、退所時に協力医療機関と相互
に情報を共有する機会を設け良好な関係を構築することは、今後のあるべき姿になっていくことが予
想される。次期改定も考え政策の流れに乗って積極的に算定を検討すべきかと考える。

（福祉医療機構「2024年度介護報酬改定に関するアンケート調査（前編）」）



高齢者施設と医療機関の連携に求められるもの

◆平時からの連携（顔の見える連携）
◆急変時の電話相談、診察
◆緊急往診、施設看取り
◆必要な場合の入院診療
◆早期退院
（退院可能になった場合は高齢者施設が速やかに受け入れ）



死亡場所の推移
国民の約３割は「人
生の最期を迎えるとき
に生活したい場所」と
して自宅を希望してい
ます。

場所別の死亡者の割
合を見ると自宅で最
期を迎える人は20％
弱で、70％弱の人は
病院で亡くなっていま
すが、自宅で最期を
迎える割合は徐々に
増加しています。

重要なことは、どこで
最期を迎えるかではな
く、どのように最期を
迎えるかではないで
しょうか。

 ACPの更なる推進も
重要です



人生の最終段階において、医療・ケアを受
けたい場所に関する希望

（厚労省「令和4年度人生の最終段階における医療・ケア
に関する意識調査の結果について（報告）」）

治る見込みがない病気
末期がん 心臓病 認知症



「人生の最終段階における医療・ケア」に関する調査結果の概要

（第99回社会保障審議会医療部会資料令和5年6月２日）

人生会議の認知度は一般国民では、
「よく知っている」5.9％
「知らない」72.1％
であり認知度が低いことがわかった

一般国民の51.6％は医療機関や介護
施設で最期を迎えたいと思っている



本当に大切なこと

自宅？施設？病院？
どこで最期を迎えるか

どのように最期
を迎えるか

ACP 最期
意思表示 意思表示 意思表示

判
断
能
力

人生会議は自分の意思が伝えられる時期に始めましょう！
一人ではなく関係する多職種みんなで話し合いましょう！
一度だけでなく何度も話し合いましょう！

いざという時
の意思を推定

意思表示は点であるが
ACPは線です。

（高知大学 阿波谷英敏先生作成）

（南砺市民病院
清水幸裕先生作成）



人生会議してみませんか！

ポスト2025年は、ACPの推進が必要です！



これからの地域包括ケア



地域包括ケアのポイント 専門職による支援

多様な主体による支援

➢ 予め決められた「制度」ではなく、地域の状況・ニーズ、医療機関やサービス事業者・人に応じて形作られる
「ご当地ネットワーク」が本質

➢ 事業者・自治体・当事者住民の「日ごろからの顔の見える関係」が育む
➢ ニーズは多様化しているため、提供側は「多機能・連携」が必須である

➢ 医療・介護や予防・健康づくり、日常生活支援に加えて、住まい（空き家対策）、移動（交通手段）、賑わ
い・観光、防災・防犯までを視野に入れた「コミュニティづくり」

➢ 「高齢者」だけでなく、困っている人を「世代や分野」「支え手・受け手の関係」を超えて「丸ごと」つなが
る。（例：こども、障がい、孤独・孤立、ひきこもり） 「地域共生社会」

日常生活圏域を単位と
して、何らかの支援を
必要としている人々を
含め、誰もが、望むなら、
住み慣れた地域の住み
かにおいて、自らも主
体的な地域生活の参加
者として、尊厳を保ち
つつ安心して暮らし続
けられるための仕組み
新版 地域包括ケアサクセスガイド
（メディカ出版、2020年）



「介護保険」は
地域包括ケアシステムの一部にすぎない

地域包括ケアシステムを構成す
る要素は「介護」だけでない。

医療も、リハも、看護も含まれ
ています。

地域包括ケアシステムは「保険」だけ
ではない。四助（自助・互助・共助・
公助）の組み合わせで成り立っている

地域包括ケアシステムは、「地域」生活の中
でニーズをもつ「あらゆる」人の、「あらゆ
る」生活上の課題を、「あらゆる」資源や方
法を使って「包括」的に「ケア」していこう
という仕組み

医療・介護・福祉の多職種連携が必要

（地域包括ケア研究会報告書
（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）



➢ 「治す」だけの医療ニーズが減り、「病気を抱えながらも居
宅に戻って暮らすための医療」（すなわち「退院後の生活復
帰を意識した医療」や「生活の継続性を支える医療」）が必
要になる

➢入院外医療の中心は外来ではなく在宅医療になっていく
➢在宅療養では、「医療介護＋生活支援」が不可欠
➢フレイル予防が必要
➢集える・通える場でのつながりや楽しみが重要
➢「地域を耕す」：地域課題と資源を掘り起こし仲間を増やす
➢医療・介護・保健専門職の協働と客観的評価が必要
➢事業所間および制度間の連携が必要

これからの地域包括ケア （田中滋先生講演から）



2040年に向けた地域包括ケアシステム～対処すべき変化の根幹～

➢超高齢者増加
➢多死・看取りニーズ増加
➢身寄りのない高齢者増加・独居高齢者増加
➢在宅療養：在宅医療・栄養・口腔・リハビリテーション
➢多様な住まい方
➢日常生活支援（介護が必要でなくても支援が必要な高齢者の増加）
➢孤立対応：身寄りなし高齢者・独居高齢者
➢認知症施策推進基本計画（令和6年12月策定）への対応
➢地域ごとに独自の地域づくり

地域包括ケアシステムは時代のニーズに対応する手段であり、
ニーズが急速に動く時代には常に構築中で、完成型はない

（田中滋先生講演から）



地域共生社会の実現に向けて

◆地域・家族・雇用や日常の様々な場面における 人々のつながりの変化を背景に、いくつかの分野を横断する課
題や、属性別に展開されて きた公的な制度では支援が難しい制度の狭間の課題などが表面化している。

◆  制度が長く続いてくると、「制度から人を見る」観点に傾斜しがち であるが、このような新たな課題に対応す
るためには、「その人の生活を支えるために何 が必要か」という観点を改めて重視することが必要である。 

◆生活の安定を脅かすリスクは、誰にでもいつでも起こり得るものであ る。このことを関係機関や地域住民一人
ひとりが意識しながら、お互い助け合うことがで きる地域づくりに自分ごととして取り組むことが重要である。

◆  制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、「つながり・支え合い」のある地
域共生社 会を実現するために求められる取組みの方向性について考える必要がある

（令和5年度版厚生労働白書）



これからの地域医療



2040年を見据えた課題



高齢社会に求められるもの

〇これからの高齢社会は要介護高齢者の複合ニーズへの対応が重要
〇要介護度悪化を防ぐためには、肺炎や心不全悪化などの急性期イベン
トを予防するMedical Care Managementが重要になる
〇多くの地域で施設介護ニーズが増大するが、財政面から考えてそれに
見合う施設を作ることは困難
施設介護と居宅介護との柔軟な連携が必要である

〇そのためには標準的な連携ツールが必要である

（産業医大 松田晋也先生 第34回全国老人保健施設大会講演から）

高齢社会では医療と介護の連携が必須である
医療と介護の連携ツールが必要となる



高齢社会における医療に求められるもの

医療の目的の変化：「治す医療」から「治し支える医療」へ

• 生活の質（QOL)を重視した医療

• 生活の中の医療（生活を犠牲にしない医療）

病院に求められる役割の変化～病院機能の2つのベクトル～

• 一方では、「治す」に特化した高次機能・専門治療機能

• 他方では、「治し、支える」を担う在宅医療・地域医療を支える機能

「治し、支える」は医療だけでは実現できない

• 外来中心から往診・オンライン中心へ

• 医療・看護・介護・生活支援、包括ケアが必要

• 多職種連携を支える情報基盤は不可欠 医療IT・IoT・Dxは在宅医
療・地域包括ケアを支える不可欠のツール

（上智大学教授 香取照幸氏講演から）



• 延命期間の最大化

• 治す医療(cure)

• 臓器別専門医

• 病院完結

• 待つ医療

• 病診連携

• 自医療機関のため
に何をするか

（医療機関最適）

• 健康寿命の伸延

• 支える医療(care)

• 総合診療医

• 地域完結

• 出ていく医療

• 医療介護多職種連携

• 地域のために
何をするか

（地域最適）

これまでの地域医療 これからの地域医療

✓ Teamwork 

✓ Network  

✓ Footwork

これからの地域医療
のKeywordは・・・ 地

域
包
括
ケ
ア

地域医療の
パラダイムシフト



最後に～より良い地域包括ケアの構築に向けて～

生活の質（QOL）・地域の質（QOC）・終末期の質（QOD）の向上

多職種連携
多施設連携
地域連携

医療・介護・福祉職種の協働
住民との協働
行政との協働

地域の実情に見合った医科・歯科・介護・福祉の連携推進

より良い地域包括ケアシステム構築

人口が減少しても、住民が住み慣れた地域で、活き活きと心
豊かに暮らすことできるウェルビーイングを育む地域づくり



「唯一生き残ることができるのは、変
化できる者である」（チャールズ・ダーウィン）
高齢化と人口減少が進む中で秋田県の医
療・介護施設が生き残るためには、人口
減少を前提とし、地域の変化や制度の変
化に対応した施設運営が必要です。

「真剣になると知恵が出る。中途半端
だと愚痴が出る。やる気がないと言い
訳が出る」
今、厳しい時だからこそ、困難な課題に
真剣に取り組み、立ち止まらずに「一歩
前へ」踏み出しましょう！皆さまの活躍
を期待しています。
ご清聴、ありがとうございました。
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